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が、取締役は会社に対 して損害賠償の責任を
負うと、このような規定になっております。













































































































































































































































































































































































































































































Aという選択肢 もあ り得る。Bも あり得る。
Cもあり得る。結果的に、会社としては、A
というオプションを選択して中国に進出した
ら、実はオリンピック後の不況で、うまくい
かなかったとします。それで生 じた損害はす
べて取締役が負わなければいけないのかとい
うと、もちろんそんなことはない。しっか り
と市場調査をしたり、合理的な見込みがあっ
た上で進出し、誠実な意思決定がなされてい
れば、経営判断原則が適用されて取締役は損
害賠償責任を負わずに済む。
　 しかし、コンプライアンスに関しては、裁
量はないのです。それは法律は守らなければ
ならないものだからです。工場を中国に建て
る、建てない、それは経営判断です。 しかし
工場を中国に建設した以上は、その中国の法
律に従って、工場の環境規制なり、すべて守
らなければならない。守るか守らないかは、
経営判断ではないのです。守るというオプシ
ョンAと 、守 らないというオプションBと
があって、Bも 選択できるという裁量は取締
役には与えられていないのです。コンプライ
ァンスとビジネス ・ジャッジメントの根本的
差異はここにあるのです。
　 もう皆さんお気付 きだと思いますが、野村
謹券の事件、これはビジネス ・ジャッジメン
トの問題ではないのです。いや、あれはビジ
ネス ・ジャッジメントの問題なのではないの
かという意見も実はあります。それは、TBS
に対 して損失補填をしなければ大口顧客を失
ってしまうわけですよね。野村言登券は補填を
し、それによって大口顧客を引き止めること
ができたのです。それはビジネス ・ジャッジ
メントとしては、結果的には優れていたのか
もしれない。
　 しか し、最高裁判所の法廷意見は、この事
件を経営判断原則の問題として処理していま
せんで した。それは、なぜかと言えば、そも
そも損失補填をすること自体が、独占禁止法
という法令に違反する行為になってしまうの
で、損失補填をするか、しないかというオプ
ション、すなわち取締役の裁量の問題ではな
かったからなのです。
　ちょっと早口で、たくさんの内容を詰めす
ぎたのかなというのはあるのですが、もしご
質問などありましたら、この後、懇親会のほ
うで、承りたいと思います。本日はどうもご
清聴ありがとうございました。
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